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地 域 間 労 働 移 働 と 都 市 の 失 業

—— 二 重 経 濟 発 展 の 分 析 ——

I

大 山 道 広

序

経済発展の歴史は工業化の歴史であり， 農村ぐ食糧部門）から都市（工業部門）への労働移動の歴

史であった。現代の発展逸上諸国をめぐる初期の論譲の中で， ヌルクセU953) はじめ多くの論者

が農村に滞留する「偽装的失業J を都市に動員し，工業部門の拡張に役だたせる戦略を検討したの

もこの点に着目してのことであった。 とくに，ルイス（I954) の著名な「無制限労働供給J の分析

に始まり ,ラニスニフェイ（196り, ジ ョ ル ゲ ン ソ ン （1 9 6 1 ,6 7 ) ,デ ィ タ シ ッ ト （1%9) などにより展

開された2部門発展理論は, こうした問題意識の尖鋭な定式化としてとらえられよう。しかしなが

ら，この分野の諸文献に多少とも共通する問題として指摘しなければならないのは，農工間の労働

移動のプロセスが明確に分析されていないこと， また労働移動の過程で都市に失業が発生し，増大
( 1 )

する可能性が十分に考慮されていないことである。

これら2つの問題はたがいにからみ合うものである。労働移動のプロセスを研究するためにはそ 

の動因を明らかにしなければならず，その動因は都市の失業を抜きにしては語れないからである。 

農村から都市に够動した労働はそこですべてが雇用されるわけでなく，その部が失業し，しばし 

ぱ巨大な産業予備軍のプ一ルを形成する。都市の失業問題は歴史的にも重耍であったし， トダロ 

(1969)や鳥居ひ976) によって強調されたように，今日のアジア.アフリ力諸国においても社会的 

緊張や政治不安の種となり，経済発展の障まとなっている。労働移勘の動因は複雑であるが，その 

経济的な側® にかぎってみても，通常の手続きにしたがってIjiに農工問の賃金格差に着目するだけ 

では十分でなく，都市における失業率，あるいはそめ裏がえしとしてめ雇;H機会を取上げる必要が

♦ 私がはじめて経济発展の諸間題について学んだのは，山本登教授の研究会においてであった。その後，敷しい歳月の流 

れの問，私のIMj心は烛のように残った。この機会に，教授の日頃の学思に対して謝意をましたい。

法（1) トダロ（1969) ,ハリスニトダロ（1970〉は，これらの問題を!R摘し，その理論的分析をこころみた先躯的，例外的 

業績として高く評細される。しかし，前者は労働市場にダ.お点をおいた部分均衡論的研力iにとどまり，後?̂ ^ょエ業部|"1の 

樊質货金を所与とした静觸経情の薄察に終始している。経济発展過fe!の綴合が;分析とじては満足すぺきものでない♦
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あるように思われる。 •

以下，このような問題意識にたって， 2地域3部門からなる二重経済モデルを構成し，地域間の 

労働後動, 都市における失業，そして部門間の財の交流と資本善積による経済発展の譜問題を総合 

的に考察しようと思う。第 1節では, . あも一時点における二重経済のモデルを示し，都市の失業を 

含む静態的均衡の成立を論証する0 この場合，農村と都市の労働人ロは固定しており，まだ両地域 

の問の労働移励は考えない。これは労働梭励が時問の経過とともに生じる励態的な現象であり，時 

間の流れを便宜的にせきとめた静態経済では起りえないと見るためである。翁 2節では，二重経済 

の一時的均衡の特徵についてさらにたち入った檢討を加える。とりわけ，そこで諸財の相対価格の 

形成がどのように行なわれるか，構造的諸条件の変化によって一時的均衡がどのように擅乱される 

かが重要である。

第3節の課題はモデルを動学化し，人口成長，資本蓄積，さらには労働)の地域間移励にともなう 

経済発展の時間経路を考察することである。労働移動は農村と都市の間の実質消費の格差だけでな 

く，都市における雇用機会にも依存して生じるものとし，われわれのニ!£経済が，各地域，各部門 

が等しい率で成長し，労働移動が停止するような定常均衡に向かってどのように収來するかを論じ 

る。定常均衡における農村人口の都市人口に対する比率は，農村の貯蓄率や人々の農村で生産され 

る財への支出比率など若千の基礎的バラメターによって決定されることになる。これはおそらく初 

出の結果であろう◊ 第 4節では，構造的諸条件，とりわけ政府の貯蓄政策や価格政策の変化が定常 

均衡にどのような影響を及ぼすかを吟味する。これより，定常均衡における1人当り実質消費を最 

大にするような発展政策のr黄金肆J を導出するととができる。

1 二重経済の"^時的均衡

農村と都市の2つの地域からなる一国の経済を考えよう。農村は第1財 （たとえば食糧）の生産 

に特化し，都-市は第2財 （たとえば衣料）および第3財 （たとえばトラ.クタ- ) の生産に特化している 

ものとする。ただし，第 1財は純粋な消費財，第 3財は純粋な資本財である。これに対して，第 2 

Mは種々の商品の合成物であって，消費Ifi的にも投資ト:1的にも使われる。簡単のために，各財の生 

産には労働と一*の賀本財が用いられるものとする。第 1財部門で資本財として投入されるのは第 

3財であり，铭 2財，第 3財部門で資本財として投入されるのはそれぞれ第2財，第3財である。

( 2 )

注（2 ) トダロ ：̂196めは，都ホの失業ないし履; H機会が労働移動に®れ、燃響を及ぼした事例として，大?凸慌下のアメリカに 

見られた部市から農村への労働移動の逆流や，近時ケユアの朱業対策の失敗に言及している。鳥居ひ9 76) は，労働移 

励の媒体として，奶 ^^アジア謝かこおけろ都け̂在来の最低生伊此^̂們のが在をま視している。たとえぱ，19 7 0ゴIゆタイ 

の都市（バンコク. トンプリ）人P 3 2 0ガ人中，230ガ人び2 % ) 力*、この-在来部n に所腐している?!T、，その成年人口の大 

半はぎわめて零細かつ前近代めなサービス業に従事しており，平失業ないし失業者と見なされる*

•—— 142 (25^)—— •
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つまり，農村の第1 財部門は都市の第3 財部門から資本財の供給を受け‘るが，都市の各部門は他部 

f j の生産物を使うことなく，いわぱ自前で資本蓄糖を行なうわけであ

所与Q 時点において，農村おょび都市の労働人口と各部門の資本ストックはすべて一すであるも 

のとする。この考え方が通常の2部門モデルの想定と異なるのは，所与の時点に関するかぎり， m 

村と都市の労働人口は固定しており，両者の問に労働移,勁の可能性が無いとしている点である。地 

域間の労働移動は，人口増加や资本蓄積と同様に，時間の経過とともにはじめて生じる本賞的に-励 

.態的な現象である。

動熊的現象の分析はめちにゆずり，しばらく一時点における静態的経済に注意を集中しょう。農 

村では，そこに存在するすべての労働力と資本ストックが生産に活用される。というのは，廣村の 

生産活動が家族主義的な経営の下にあり，いやしくも労働能力さえあれば何びとも失業の憂ロにあ 

うことは無いからである。これに対して都市では，そこに存在するすべての労働力が完全雇用され 

るというア . プリオリな保障はない。それは，都市の生産活動が資本主義的な経営の下にあり，利 

潤追求の観点から労働雇用量が決定されることにょる。 し、ま， 農村の労働人口を都市のそれ  

をムU ,第レ部門の労働屈用量をL i , 資本ストックを,( f , 生産量をで表わすことにしょう0 仮定 

に ょ っ て LrョL i , L 2 + である。 筒単のために，第 i 財部門の生産関数

(1.1) Yt = Fi QLi, Ki) (J ニ 1’ 2, 3)

が 1次同次の性質をもつものとすれぱ，キ■の 1人当り生産量ツぺョF i/L O は 1 人当り資本ストッ 

ク ki C^KilLOの関数として

(1.2) yt = f i  (：ki) O'ニ 1,2, 3)
一 ( 5 )

のょうに表わされる。各部門の労働おょび資本の服界化産力は非負，すなわち

(1.3) f  f i i k i ) - k t f (/ニ 1,2, 3)
( 6 )

である。

このモデルの基本的な特徴を明示すために，人々や企業の行動について最も単純な仮定を設ける

注(3 )従来の多くの2部門ぎ6展モデルでは，農業部門における資本財の使は無視されている。ディタシット〔1967) , 仁ほ 

(196?)は例外であろが，その場合でも農，エ両部門で;fjいられろ资本財は同K的なものとされている。

( 4) ;チ常の2部門モデルでは，農村と都市の問の労&移動は.一定の基準（所与の地M問所得路差）を满たすように!^

ラちに完t するものとされている。これはすくなくとも事態の短-期め分析を誤まらせる想おではないかと思う。

< 5 ) 摸業生.産においては土地がしぱしぱ截耍な制約要因となるので， その生ぼ: 数が労働齢[赠と資本スト.ツクについて 

1 次同次の性贸をもつという仮走は非脳湖と思われよう。m , 従来の2 部門発展-t - デルでは,’ 農敷 L>をにおける:トン 

地収樓適減の作用の結果，技術進;^ によつてのみ r マルサスの廣J も•脱け出すことが可能とされている。 (すことえぱ，

ジaルゲンソン（19(51, 6 7 ),仁保 (1974) しかし，本稿の問題盘識はマルサスの腐の解明にあるわけではない

ので，後段の動学め分析のiji純化のために収锁不変の仮走を用いることにした。なお，この仮;̂ がえ，各部の资本スト 

ック力；所与とされている.時/;シ:の経済均衡の分析には不要である。

<6) ま的失業や無制服労働供給の論議では，農村における労働の服界化座力がゼロ，すなわち /1(ん）-も/ / (も）ニ0 

とされろこと 'が多い。

—— 143(255)---
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ことにしよう。すなわち，農村では所得の一定割合5が貯蓄され，第3財部門の資本財購入にあて

られるものとする。都市では，労働所得がすべて消費され，各部門の資本所得（利潤）はすべてそ

の部門の資本蓄積にふり向けられるものとする。また，農村でも都市でも，消費支出の一定割合
( 7 )

が第1財の購入に，他が第2財の購入に費されるも0 とする。

ここで，都市の労働賃金率の決定機構についてひとつの自然な仮定を導入しよう。それは，第 1 

財のiji位で測られた都市の労働賃金率よ，農村の1人当り消費（1 一S ) ツ1 と都市の雇用率/e 

( = (ム /ん》) に依存して定まり

(1.4) w = a(Je) (1—s^yi a/Ue) ^ 0

の関係を満たすというものである。この場合，都市の貧金率は農村の1 Tv当り消費に比例し，しか 

もその比例係数は都市の雇用率（失業率）の増加（減少）関数となる。総労働人口の大部分が農村に 

滞留し，そこでの平均消費が所与であるような状況の下では，都市の資金率が農村の平均消費を目 

安としながら，労働市場の需給ギャップをある程度反映するような水に決められるという想定は 

おそらく妥当であろう。しかしここでは， こうした資金の決定機オ簿が労使間の交渉によるものか， 

あるいは何らかの社会的慣行にもとづくものかについては問わないことにする。

以上の準備にもとづいて，各財の需給均衡条件を書きまわすことにしよう。第 1 財は純粋な資本 

財であり，農村および都市の消費支出の一定割合らがその購入に向けられる。 その需給均衡式は

( 1 . 5 ) ご1(1 一 sXA( 0々  a t^ a C le ：) CLg+Ls)^

である。 第 2 財は消費にも投資にも用いられ， 農村および都市の消費支出の一定割合l —c iと第2 

財部門の資本所得がその購入に向けられる。したがって， ’ -

( 1 . 6 ) ( 1 —Ci)( l—'5) / i ( l々 ) 〔Z/1+び(/«)(^2 + >̂ 3̂)〕ニ（1ー5)び(/«)/1(も)ム2

である。第 3財は純粋な資本财であり，農村の貯蓄と第3財部門の資本所得がその購入に向けられ 

る。したがって,

(1.7) s / i (も )1 ^ 1 = (1-5) a (/e) / i  ik i) Ls

である。各式の両辺を / i ( i々 ) I ^ u で徐し，/ iョん/ム《とおけば，それぞれ

(1.50 Oi^aOe^le') = h

' ( 1 . 6 ' ) ( 1 —ごi ) ( l 一 S ) 〔/! + 6J(/e)/e〕 ニ （1—S)ttCJe)lz

(1.70 5/1ョ （丄 一 S) (/e) /；)

のよ,うになる。（1 .5 0 〜 (1 .7 ')にあらわれる諸変数のうち。 Sおよび I t は与件ないし外生 

変数であり， le’ /s!および/»は未知数である。しかし，定義によって

(1‘8) /e ニ /2+/»

というIMj係があることに注意しよう。経资各部門の予算剑約から, （1.5/)へ>(1*70の3式のうち，

> ± ( 7 ) これは，人々の効用旧数がコプ= ダグラス型であると仮定することに等しい。あ4 節で^ の点に触れる。

----------1 4 4 ( 2 3 "4 ) -----------*



- .地域間労働移動と都市の失業

任 意 の 1 つは他の 2 つから導かれるという意味で立でない。そとで， 3 つの未知数 , / 2 ぉよび 

んの均衡値は，（1 . 5 0 〜 ( 1 . 7 0 の任意の 2 式 と （1 . 8 ) によって決定され，

( 1 . 9 ) し

(1.10) U

(1.11) Is

一 S)Cid(le)

1  一  C j  

(l-s)Ci<z(/e)

(1-5)

という関係を満たすことが知られる。いま， cfKh') ニ a f je )し とおけぱ，（1 .9) から

( 1 . 1 2 ) 《な）= ニ̂ g f  一ら

を得る。この式の右辺は正の定数であり，左辺の^/<,-)は /6の連続な増加関数であぅて，ヴJ(0)ニQ 

と考えられるので

(1 .13 ) 0 (1 ) = ぴ a ) さ一」̂ ^ ^ へニが=

という条件の下で，都市の失業含みの均衡値 /パがー意的に存在することがわかる。第 1 図はその 

関係を図示したものである。

ここで，条件C l . l d )の現庚性が問題になろう。いま， 貯蓄率が低く， エンゲル係数が高く，人 

ロの大部分が廣村に存在するような発展途上諸国の典型として, 仮に 5 = 0*()5,ご1ニ0.も / iニ8と 

おいてみると, （1.13) は 《( 1 )さ2 .5 というI巧係を表わしてV;る。こうした経済の場合，完全® 用 

が達成されているような状觸では，都市の賞金率は農村の平; 消費水準9 およそ2 .5倍を超えてい

---145(236)---
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新古典派の市場分析に親しまれた読者は,諸財が相対価格が需給の均衡化を通じて決定されると 

考えることに慣れている。したがって，前節の一時的均御の論譲において，価格について何らの言 

及もなされなかったことに奇異の念をもたれたにちがいない。実際，均衡で決定されるのは都市の 

労働の雇用水準と労働の各部門への配分だけである。価格が'どのようなメ力ニズムによって決定さ 

れるにしても，それは均衡における労働の雇用量や部門間配分には何らの影響も及ぼさないであろ 

う。これは，われわれの二重経済モデルのもっとも注目すべき特徵といえよう。

それでは，価格は一体どのようにして決まるのであろう力、。都市各部門で完全競争が支配してい 

る場合とそうでない場合に分けて考えてみよう。第 1に，都市各部門において企業が価格受容者と 

して行動するものとしよう。第1財を標準財として，第ズ財の価格をカ厂で表わせば，第 《財部門 

の利潤は

(2.1) ニ t>if Li - (1-—s) a (/e) / i  C^i) Li o 'ニ2, 3)

である。企業が価格力i , 属用率ら，資本ストック/( fを所与として利潤7̂{を最大にするように労 

働雇用量/ を決めるものとすれぱ，限界生産力説の関係

(2.2) Pi U i ( M  一 h f /O h y y  ' = ( l- s )  a i l i )  /x ( 1々) (レ 2, 3)

が成立する。しかし，前節で見たように，市場均衡では/ o らおよび/3 ,したがって，/む（三Kf/ 

LJu i = 2、3 ) の値は別途決定されている。そこで，（2 .2 )か ら ん ニ 2, 3) が決定されること 

になる。この場合，諸財の価格は市場均衡に対応して一義的に決まるわけである。けれども，こう 

した帰結は決して一般的なものではない。というのは，現在のモデルでは市場均衡は価格から独立 

に成立するので，価格もまた市場;^衡から独立に決まる可能性があるからである。

第2に，都市各部門において企秦が価格調整者として行動するものとしよう。各財の価格いかん 

は，その均衡需給量や賛金率に何ら影響しないので，企業はできるだけ高い細格を設定し，利潤を 

増やそうとするであろう。したがって，理論的には各財の価格に上限は存在しない。しかし,.企業 

による価格引上げは，1^2財については一般消費者の懷牲をともない，第3財については農村の資 

本蓄積を狙害する効果をもつので，何らかの規制が必要とされよう。種々の形の規制がありうる力;, 

比較的筒舉なものとして，政府による上限価格の設定が考えられる。この場合，政府は価格操作を 

3®じて各部門の資本蓄積をコントロールすることができるわけであり，発展政策の有力な手段を入 

手することになる。次節で，経済発展の動学的分析を取上げるが，その際にはこの簡単なケースを

— -U6(236) ——
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なければならないということである。この条件が実際に満たされなければ，農村の生産物である第 

1財の市場は慢性的な供給過剰の状態におちいることになる。

2 価格決定機構と変化の法則
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手がかりとして進むつもりであ;!® /

いずれにしても，都市の労働雇用量やその各部門への配分は,企業や政府の価格政策のいかんに 

かかわらず， も.っぱら都市と農村の労働人口，農村の貯蓄率および人々の第1財への支出割合に依 

存して決定される。では，それらはモデルを規定する外生変数の一^定方向への変化にともなってど 

のように変化するであろうカン一時的均まをめぐるr変化の法則」 は， 形式的には前節で求めた

(1 .9 )〜(1 .1 1 )を微分することによって容易に導かれる。すなわち

(2.3)

(2.4) /2

( 2 . 5 ) ん  ニ ん て ら

ただし，サーカムフレックス(八)は変数の微小変化率（対数微分）を表わす。すことぇぱie -dlejleで 

めろ。ます'-，"a ニ a (ら）/«/びは賞を率係数びの履用拳に対する弾力性を表わし， 非"#の値をと 

る。以上の結果から， モデルの外生変数/1 , SおよびClが一時的均衡に及ぼす影響が明確に読み 

とられる。

たと免ば，農村の労働人口の増加は，都市各部門の雇用率の上昇をもたらす。 これは，農村から 

都市への第1 財の純供給の増加によって，都市の雇用能力が高まるためである。逆に，都市の労働 

人口の増加は，都市各部門の雇用率の低下をもたらすであろう。したがって，廣村から都市への1 

回限りの労働移動は，農村の労働人口の減少，都市のそれの増加を通じて，都市各部門の肩用率の 

低下にっなかると考えられる。これに対して，農村の貯蓄率の低下や人々の第1財への支出割合の 

上昇は，都市全体としての雇用率の低下をもたらすものの，その各部門の雇用まへの影纖はまちま 

ちである。前者は，第 3 財への需要減少をともなうため，第 3 財部門の雇用率をずg めるが，同時に 

第 2 財部門への雇用の配分比率を高める。後者は，第 2財への需要減少をともなうため，第 2 財部 

H の雇用率を低めるが，同時に第3 財部門への廣用の配分比率を高める。こうした恋化にともなう 

都市の賞金率の変化の方向も（1 .4 )によって明確にされよう。

現存のモデルでとりわけ興味深いのは，む し ろ （2 .4 )〜 （2‘6)で暗黙のらちに示されている事 

柄である。それは，各部門の雇用率が資本ス トックや生産関数にまったく依存していないというこ 

とである。常識的には，資本蓄積が進めば進む程，また生産技術が労働集約的であれぱある程，屈 

用率の高まることが予想さit；る。しかし，常識はしばしば事実によって裏切られるものである。多 

くの発展途上諾国において，工業化の進展にもかかわらず都市の失業間題が一向に解決していない 

のは，かならずしも工業部門の資本ストックがとぱしいためでも，そこで採用される技術が資本築

法（8 ) ディクシット（1969)は，政府が毅廣物の宛買差益を農. エ碗部f»]の投資資金としてjTJいるという想定の下で，舆{味 

深い発鹏ト画の分析を行なっているひ

' ---147 (̂ 237̂  ---
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約的過ぎるためでもない。都市の賞金築が農村の消費水準にくらベて余りにも割高であることも， 

その重要な原囚となりうる。ことでは, それがもっとも明確な形で示されているにすぎない。な 

お，（2.4), (2.5)から知られるように，第2部門の労働履用量の第3財部門のそれに対する比率は

(2.6) h - U ニー レ マ ^  Si ,

( 9 )
にしたがって変化する。つまり，それは関数《( /e )にすら依存していないのである。

計画経済の下では，農村の貯蓄率は税制その他を通じてある程鹿政府のコントロールを受ける。 

それにともなって，都市の賃金率や1人当り消費がどのよこま化するかが問题となろう。農村で 

は労働人口が"^定で，すべて雇用されているので，貯蓄率の上昇はただ'^に1人当り消費水準の低 

下k：つながる。他の事情が不恋であれば，都市の質金率もひきずられて下露しよう0 しかし，すで 

に指摘したように，貯蓄率の上昇は都市の屑用率を高め，賞金率を引上げる要因としても作用するひ 

そこて， （1 .4 )を5について微分し，（2 .3 )を者慮すと，

:(2:.ス レ ル ニ ぐ て こ 力 て T 一 1 )ト •

を得る。（2 .6 )の右辺カッコ内の値が正か負かに応じて，農村の貯蓄率の上昇は都市の賞金率を上- 

昇ないし低下を. もたらすであろう。 これより，都市の賞金率を最大にするような貯蓄率は

(2 .8) 5 +

の関係を満たすべきことが知られる。ついでに，貯蓄率の変化にともなう都市の1人当り消費 

の変化を調べてみよう。（2.3), (2 .6 )から，これは

(2.8) w+.e-= 一 ~ ( 一 s)〔l 一 （1一ぶ X 0  S

のように表わされる。したがって，貯蓄率の上昇はいつでも都市の1人当り消費を低めるように作 

用することがわかる。換言すれぱ，所与の一時点に関するかぎり，農村および都市の1人当り消費 

を高めるには，貯蓄率をできるだけ引下げればよいということである。その場'合，農村の資本蓄積 

が胆まされるので，こうした結論が長期的に妥当しないことは自明であろう。

3 労 働 移 動 と 経 済 発 展

‘ . • . , ' - •

経済の基礎的諸条件は時間を通じて変容する。労働人口は増加し，その地域間描成は変わり，各 

部門の資本ストックも拡大していく 0 これまでのところ時点における二重経済の均衡に考察を眼

注（9 ) (2,3) - (2 .5 )では,’ 閲数《(ん）のシフトの影響は明示されていない。何らかの要囚（たとえぱ労働組合の☆独力‘ 

- の強化や脚なの介入など〉によ力't それが上力にシフトし，’一走の腐;1傅の下で都市め货金傘の農村の1人当t?消撒こ 

対する比ホが上界するような場合，都市各部門の廣用力*舰少することは自明力あもう。 .

—— 148f25S) •—— '■
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地域間労働移励と都市の失業 

定してきたが，長期的な経済発展にっいて何らかの洞察を得るためには，これらの諸条件の時間的 

変化を明確に定式化する必要がある。以下では，各時点で市場均衡が満たされるものとして各部門 

の資本蓄積の因式を導き，地域間の労働移動と経済発展の時間経路の考察に進むことにしたい。そ 

の準備として，若干の追加的諸仮定を導入することから始めよう。

前節で指摘したように，われわれの二重経済の市場均衡は諸財の相対価格から独立に成立するの 

で，種々の交代的価格決定機構を想定しうる。しかし，できるだけ視野を透明に保っために，政府 

め規制によって相対価‘格が時間を通じて一定に維持されるものと仮走しよう。都市の賃金率が相対 

価格から独立に決まろ（(1 .4 ),(I.9)参照）ため，都ホ各部門が欠損におちいり，それにともなって 

負の資本蓄積が生じる可能性に注意しなければならないとしても，この仮定は事態の本質を査める 

ものではない。また，農村の貯蓄率，消費構成比などの構造パラメタ一も不変に保たれるものと仮 

定する。 .

農村と都市の労働人口は一様にク《の率で成長し，両地域の間で経済的誘因にもとづいて労働移動 

が生じるものとしよう。いうまでもなく，労働移励は経済的誘因だけでなく，社会的• 文化的•政 

洽的諸条件によって規定される複雑な現象である。しかし，ここでは他の諸条件が不変であるもの 

として，経済的誘因，とりわけ農村の平均美質消費（1一めと都市のき実質質金率 Iル (/e)- 

(1 一5) との格差に注目する。そして，前者が後者を下（上) まわるかぎり，労働は農村’(都市） 

から都市（農村）に向かって一定率で移動するものと考える。 このとき，農村から都市への単位時 

間当りの労働移動量M  は

( 3 . 1 ) M ニ (1—5) / i (ki)Lt 
、 一， （10)

のように表わされよう。ただし，びは農村の都市に対する非経済的な魅力を表わす正の係数であり， 

’時間を通じて~̂ 定と仮定する。都市に失業が存在する場合，農村から都市への移励にあたって人々 

が考慮するのは，農村の平均消費と比較して都市の賃金率がどのような水準にあるかということだ 

けではない。都市でどれ程の履用機会があるかということも重要である。この定式化では， トダロ 

(1969)の示唆にしたがって，人々が都市で各時点の雇用率に等しい確率で就業できると想定した 

場 合 の 期 待 賞 金 率 を 比 較 考 量 の 対 象 に す る も の と し て い ■

注(1の厳密には，これは農村から都市に向かう労働移動を念5TIにおいた定式化である。逆方向の労働移動の場合，Mが 値  

となるだけでなく，（3 .1 )の右辺は〔,,《(ん）一«〕（1一め/* (も）ム" とならなければならない。しかしすぐわかる 

ように，労働移動の方向がいつも同じであり，51在の定式化が不都合を来たすことはない。

(1 1 ) i%村の都TfTに対する非経済的な)i 力とは，生活の安定，生れ故郷への愛着，移注にともなう而倒や危險, 政府の移化 

制限，さらにほ単なる不決断と情他など，要する消費格整以外の而での農村の都TfJに対する相対的優位を指標化したも 

のである。，したがって，《は.1よりも大きいかもしれないし，小さいかもしれない。鳥居（1976) は，タイにおける労 

働移動のお力な耍因としてr廣民が土地を耕作する奨質的な権眼を失なったj ことをあげているが，これは士地制度の 

恋化にともなうびの低下と解釈することができよう。

'(12) トダロ (1969),142—144ページ参照。ただし，その労ぐ#移動メカニズムの特定イ匕（WSぺ ジ ，（め）は適切なものと 

は忠われない。 •

— --- -
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以上の諸仮定の下で，農村および都市の人口動態は微分方程式

(3 .2 )  L.X ニ "Z/1 — M  { "  —〔/eぺ /e )— び〕] L±

(3.3) Lu = w L u-\-M— + (1 — 5) / i ( ^ i )  / i ) ^ u

によって示されよう。 ドットぃ, は変数の時間《にP する微分を表わすo たとえば，Liニ dLildt 

である。これより，農村人口の都市人口に対する比率/1の時間的変化

(3.4) it ニ ー .〔/eび （/«) —cO (1 — S) ^ ( I々) / i ( l  +/i)

が得られる。

次に農村の資本ストックの変化であるが，これは減価償却を無視すれぱ農村の貯蓄と等価であり,‘

(3.5) PJ{, ニ5 A  Oil)U

と書ける。 （3.2), ( 3 .5 )より， 1人当り資本ストック々1 の变化は

(3 .6 )  p Jh  -  s f t  C^i) - n p s k i + ( / e ) —び〕 / 'l O i) /> 3  も 

とカ̂るo 

こ こ で （1 . 9 ) より，各時点で  ’ 

(3 .7 )  /e a C /e )一び= 1 (1ヒバ)ハら li — OC

という関係が成立する。第 3財の価格/>3が時間を通じて一定であれば，(3.7) を代入することに 

より，（3.4), (3 .6 )は /X, Artという2つの未知数を含む自己完結的体系となる。/ iニんニ 0 の定 

常均衡においては

, 一  （1ーめらぴ

(3.9) Si / i  i k i )= n paki 

とならなければならない。関数 / i ( i々 ) に関する通常の仮定の下で定常均衡解( / i * ,も*)がー意的 

に存在することは明らかである。

この解の局所的安定性も容易に確められる。定常均衡の近傍で，（3.7)を考慮して（3.4), (3.6)

の右辺のヤコービアンを求めると

一 (1-5) A  Cko h ( i+ / o r  0

/ i  iki) pjtx r  sftXkt)-~npz

である。ただし，r =  a - ( i- 5 ) c o / ( i- 5 ) c i> O o この行列式のトレースは明らかに負であり, 

その値は正であって，局所的安定性の必要十分条件を満たしている0

( / i , k t )の時間経路は第2 図に例示されている。ムニ0 を満たす (h, h ) の軌跡は定常均衡点 

ムふ通る垂直線である。また，ん= 0 を満たす（/ i , 1々 )の]]̂跡はの左下方から右上方へ i?を通ゥ 

て伸びる仙線として示されている。とのiUl線は i?において

iMi

J, 

- 
.
J 
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— も ft  ^  ,
/ l ( l々が3も？ 〉

第 2 面

という正の勾配をもつが，だの右上方では図のように反転する可能性がある。ここでは，農村から 

都市への労働移動を念頭においているので，農村人口の都市人口に対する比率が初期において定常 

解 /1 *よりも大である場合が重要である。 2つの可能な時間経路が描かれているが，農村の1人当 

り資本ストックは，パを初期点とする経路では単調に増加し， i?を初期点とする経路では初めのう 

ち増加し，のちに減少に転じている。これに対して，農村人口の都市人口に対子る比率は一般に全 

経路を通じて単調に減少する。これは，労働が農村から都市に向かって一方的に流れることを示す 

ものである。 ところで，都市の雇用率の時間的変化は，（2.3) より

(3.10) " ニ  ~ 1

となる。したがって，都市の属用率 (失業率) はこの間に一貫して低下（上昇）するととがわかI !3? 

都市各部門の資本ストックの変化は，仮定によってその利潤と等価であり

(3*11) Pi Ki — (ifn f  i (Jh~) — Cie) (X — s') f  i (JiiY) Li ( j= 2 , 3)

注( 1 3 )この結果は，農村から都市への人口流入が都市の失業率の増加をもたをすという経験的観察事実にひとつの説明を与 

えるものである。 '

---1 5 1 ---
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と書ける。（2.3)〜(2 .5 )および（3 .11)から，/i = /i*, /もニめ1*.のとき，各部門の1人当り資本 

ストックの変化は

(3.12) piki — pi f  i Qii) ~~ (1 ~5) d Oe) / i  —UPtki ニ2, 3)

のようになる。したがって，（i . 9 ) を参照すれぱ，定常均衡では

(3.13) (も ）ーク《ん《〕ニ （1ー 5 )«  (し）/1 (/も） 0 'ニ2, 3)

が満たされなけれぱならない0 ここでも，関数/ についての適当な仮定の下で，安定な均衡 

解 i々*(/ニ 2, 3 ) がー意的に存在することが容爲に知られよう。

4 比較動学と成長の黄金律 •

前節では，梟村の貯蓄率S ,第1財への消費割合人口成長率《, 農村の都市に対する魅力び, 

さらには諸財の相対価格々2, などが，時間を通じて一定に保たれるものとして，各部門の資本 

蓄積と農村• 都市間の労働移励を考慮し，われわれの二重経済が一義的な定常成長均街に収束する 

可能性を吟味した。本節の課題は，これらの外生変数が変化した場合に,定常成長均衡がどのよう 

な影響を受けるかを明らかにすることである。とりわけ，政府によって農村の貯蓄率や譜財の相対 

価格が操作されるものとして，その政策効果を求めることである。前節で用いた相対価格一定とい 

う仮定はたしかに制限的なものであったが，定常均衡の諸条件，す な わ ち （3,8), (3,9) および

(3 .13 )の形式的表現は，相対価格が各時点で競争的に決定され，したがって時間を通じて変化す 

る場合にもそのまま妥当する。以下では，貯蓄率や相対価格が定率均衡における1人当り実質消費 

を最大にするように設定されるものとすれば，各部門の資本ストックに帰属するレンタル（筒単に 

利潤率と呼ぽう）が成長率に等しくなるといういわゆる成長の黄金律が成立し，しかもそのときの相 

対価格が競争価格に一致することを示そう6 ‘

まず, （3.8), (3.9)を微分することにより

(4.1) It ニ在+13^1ご̂  も一(1-s)C1-(1-5)ciT ^

(4.2) h  ニ (を+パ1一 ん 一 め

を得る。 ここで，パ:!は技術進歩による農村の1人当り生産の上昇率であり，前と同ま，サーカム 

フレックプ、 は変数の微小変化率を表わす◊ これより， 農村の都市に対する非経済的な魅力が弱 

まったり，人々の第1財への支出割合が減れば，定常均衡において農村人ロの都市人ロに対する比

注(1 4 )本節では，猪財の相対価格が-一定に保たれるものとしたが，この仮定は定常成提均衡の存在と安定のために不可欠な 

ものではない0 相対価格が各時点で練争的に決定され，時間を通じて变化する場合についても均衡の存在や安定性を論 

ずることカレeきるが，ここではたち入らない。
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地域間労働移動と都市の失業 

率が低下するこがとが知られる。これは常識的な結論といえよう。 また，農村の貯蓄率の上昇は農 

村/ 都ホの人口比率を低め，農村の1人当り資本ストックを増やすように作用するであろう◊ 技術 

進歩による農村の生産性の向上，第 3 財の相対価格の引下げ，そして人口成長率の低下は，いずれ 

も 村 の 1人当り資本ストックの； をもたらそう。

ここで興味深いのは，定常均衡における都市の雇用率の動向である。(3*7), (3.8) から 

(4.3) I  ：= - 1-丄1 a
l  +  l a

という関係が導かれる。これは，都市の雇用率が農村の非経済的な魅力と正の相関をもつことを示 

している。農村の魅力が減れば，当然のことながら農村から都市への労働移動は促進され，都市の 

失業問題の激化を招くのである◊ このように，都市の究極的な雇用率は農村の非経済的な魅力と関 

数 a ( J e )形だけに依存しており，他のいっさいのパラメタ一から独立である。

次に，都市各部門の1人当り資本ストックがどのような構造的変化にさらされるかを見よう。簡 

単のためMニ 0 とし，（3 .1 3 )を微分して，（4.2), (4.3) より代入すれぱ

( 4 . 4 ) .々 2 ニ

一 ん 一 ん + 1 ^  な}

(4.5) レ  女- - k >

-パ8

J ^ - n k ^  … l + TJa マ

となる。 ただし， パf O •ニ2, 3 ) は技術進歩による第 n け部門の1 人当り生産の上昇率である。均 

衡 条 件 ( 3 . 1 3 )から明らかに / パゐ0 >  むでなけれぱならないので，各パラメタ一の変化の効果 

は / / (/も）ミ " に応じて逆になる。たとえぱ，第むけの価格上昇は， / 7 ( / む)〉 "であれぱ同部門  

の 1 人当り資本ストックの減少をもたらすが， / V ( 0々  く " であれぱ，逆にその増加をもたらす。 

第 3 図はこのことを第 2 部門について旧解したものである。 .ここで， も は /2 ( /ね）ニ " / も の 解 ，

ズもは/ / ( / ゎ）= n の解である。一般に定常均衡と斉合的なんは/ / ひ0  のときに最小値をと 

るといえよう。類似の関係が他のパラメタ一と/むの間にもなりたつことはいうまでもない。

それでは，政府が農村の貯蓄率と諸財の相対価格を政策恋数としてコントロールし，定常均衡の 

1人当り実質消費を最大にするように行励する場合，均衡はどのような特性を示すであろうか。こ

注(1 5 )多くの諾国で経済発展は農村の貯ま率の上界や生産性の向上によって始まったと考えられる。それは；ft村の資本惑積 

と農村から都市への労働移動をひき起したが，その結果として農村の都市に対する非経済的な魅力力明ま.り，農産物へ 

の支H!割合が減少して労働移動を一層始i したのではなかろう力、◊すくなくとも（4.1),' (4 .2 )は，そうした解釈を正 

^ 化するものである。
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第 3 図

P

のよく知られた黄金律の問’題を解明するためには，まず適切な庚質消費の指標を得なけれぱならな 

い。現在のモデルでは，人々は第1財，第 2財という2つの財を一定の価値構成比で消費するもの 

とされている。この状況にもっともよく適合する実質消費の指標はコプ•ダグラス型の効用関数で 

ある。簡単のためにび= 1 とし,すべての人々が同一の効用関数

(4 .6 ) U ニ

をもつものとしよう。ただし， ズ2はそれぞれ第1財；第 2財の1人当り消費量である。定常均 

衡では，農村と都市の1人当り消費支出は均等化し，いずれも（1一ぶ）/ 1 ( 1々)という値をとるので

( 4 . 7 ) ズ1=ら （1 一5)/\ (も）

( 4 . 8 ) 力2ズ2=G  — ご0  (1 — S ) / i ( i々)

と書ける。（4.5)〜^ .8 )より間接的効用関数

( 4 . 9 ) ご パ — 一c i ( l  一 s ) / i ( i々 )力/ 1-1 

が導かれる。政府は" の最大化をめざすものとしよう。

バラメタ一C lお よ び ；eを 所 与 と し て （4 , 9 ) を微分し， （3 .9 ) , (4 .2 ) を考慮してまとめると

も/ /(4.10) だ1 (ノ 1 ~p3^ J  
f\ — ki ft

(1—Cl) 力2 +
k u

を得る。この結果から，農村の貯蓄率は

G . 1 1 ) f  1 '(Jh) ニ わ3 れ '

となるように定めるのが最適であり，都市各部門の財価格は低けれぱ低い程よいことがわかる。し 

かし，第3図に関連して指摘したように，定常均衡と斉合的な々f a  ニ 2, 3 ) の最小値は
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地域間労働移動と都市の失業

(4.12) /■/(も）ニ "  ニ 2, 3)

に対応するものである。（4.11), G .1 2 )は ，各部門で用いられる資本財の単位で測った利潤率が成 

長率に学しいというものであり，この場合の成長の黄金# にはかならない。現在のモデルでは，都 

市各部門の利潤はそのまますべて蓄猿にまわされ，労働者の賞金所得はことごとく消費されるもの 

としているので，（4 .1 2 )を満たすような価格 a = 2 , 3 ) は，競争価格と一致しなければならな 

い。このことは，（2 .2 )と （3 .1 3 )を対比すれぱただちに判明する。これより，競争価格は定常均 

衡と斉合的な価格/?f 0' = 2, 3 ) の最小値であることも明らかで'あろう。

(4 ,1 0 )はまた，農村第1財部門の技術進歩が定常均衡の1人当り実質消費の増大に寄与するこ 

とを.明示している。これは当然の結果であるが，都市各部門の技術進歩の貢献についてはどうであ 

' ろうか。（4 .1 0 )だけでは明らかでないが，それは定常均衡と斉合的な価格か,a  = 2, 3) の最小値 

(すなわち競争価格）の引下げを通じてやはり実質消費の増大に資するのである。（4.4), (4.5) にお

いて 5ニが1 = 0 とすれぱ

( 4 . 1 3 ) 、ゎシ - ね

C4 . ズ3 ( A —/む. / / ) じ
ド . ル ー  / i  a/.-nks') A

を得る。 したがって，第 2 財部門の技術進歩は/>2の最小値の低下，第 3 財部門のそれは/>2の最小 

値の上昇とク3の最小値の低下をもたらすことがわかる。都市各部門の技術進歩は，完全競争の下で 

.はま動的にこうした価格変化を誘発し, 定常均衡の実質消費の増大につながるが，独占的企業や政 

府による硬直的な価格政策の下では何ら実質的効果を発揮しないかもしれない。価格機構は，所与 

の時点の資源配分には無力であるとしても（第2節参照)，長期的な資源配分には依然として重耍な 

役割をはたすといえよう。

. 付錄農村と都市の人口比率 

本論第3節 （(3.8) ) で示したように，定常均衡における農村人口の都市人口に対する比率/1は

.  I  ニ  一（1  一  <5 )  Cx a  i

L  一 （1 一 り C l

と表わされる。すなわち，それは農|^の貯蓄率5, 家計支出に占める第1財の割合Cl, そして農村

注(I6) 都市の失業問®の緩和のために，政府が労働移励の制限にのり出す冗能性も考慮する必要があろう。これは，形式がj 
には農村の都市に対する非経済的魅力《の増大と同視すること力W?きる。(4 .3 )に閲速してのベたように，a が増大す 

れぱ都市の屈パ]率は上昇し，それにともなって都市の1人当り消を!eも地大するであろう。許:しい展開は翁略するが，そ 

れはまた競♦価格の上界をもたらし最大限可能な;の1人当り消激0减少をひき起すという効果ももっている。つ 

まり，労働移ffi/jの制限は都ホの経濟厚生の改普には役だつが，ft村に後株を独いるのである。ハリスニトダ口（1970)も 

類似のお論を導:いている。
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0.28 

0.35
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0.28

0.29

0.34
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0.33

0.18
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0.82
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0.85

0.79

0.96
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0.93

注国によって年次ゆ若干與なる。

• 資料：U. N., Demographic Yearbook, 1974.

U. N., Yearbook of National Accounts Statistics, 1975.

藥際の経験とどれくらい適合していをかについて本格的な実IEをこころみる余裕は無いが，大雑把 

な感触を得るために，若干の諸国について筒単な計算を行なってみよう。

各国の農村の貯蓄率5は，その平均貯蓄性向に等しいものとする0 農村の生産する第1財は食糧 

であるものと想定して，そのま計支出に占める割合Clは，飲食費のそれに等しいものとする。これ 

らに'?いては各国ごとの推計が得られる。また，農村人ロの都市人口に対する比率んの推計も存在' 

する。表のはじめの3欄は，1969〜72年の各国のデータを示したものである。第4欄はび==1とし 

た場合の/1の理諭値k C - a - s ) Cl / 〔1一（1 一 第5欄は以上の資料にもとづく の計算 

値な（ニ/i / / i )を掲げている。仮に各国が1969〜72年当時において定常均衡に近い状態にあったと 

すれば，こうして計算されたa は，都市の1人当り実質消費の農村のそれに対する比率を近似する 

はずである。

現在りところ，手許にこれ以上のデ一タが無、ので何も明確なことはいえないが,こうして得ら 

れた結果は，すくなくともわれわれの理論式の経験的妥当性を否定するものとはなっていない。ォ 

一ストラリア，ベルギー，イギリス以外の諸国のなの値は大体1以上である。これらの諸Hが定常 

均衡に連してしないか，あるいは農村が都市に対して非経済的な魅力をより多くもっているといえ 

よう。日本の場合，東京ゃ大阪などの大都市の1 人あたり個人所得は全国平均よりも高いが，その 

格差は年々減少している。表のデータがとられた1970年についてみると，大阪の所得は全国平均の 

1 .2 倍であり，たまたまなの値と等しく'なっている。

r三 旧 学 会 雑 誌 」 71卷 2 号 （I 978年 4 月）

の都市に対する非経済的魅力を示す係数(Xが与えられれぱ決定される値である0 こうした定式化が

農村と都市の人口比率（1969〜72)
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